
（ ）

132

31

7

7

情報処理業務庁費

庁費

職員旅費

委員等旅費

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

-

事業番号 0106

主な増減理由

公益認定等総合情報システム開発経費の減

31年度要求

177

- -

260計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

30年度当初予算

217

29

7

7

2,5132,388

単位

100 -

-

-

2,426

達成度

2,386 2,421成果実績

目標値

260 177

-

関係する
計画、通知等

2,467

2,456

年度 年度30

-

-

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

100 99.8

執行額

89 117 363 260

100 352

執行率（％）

平成３０年度行政事業レビューシート 内閣府

84% 85% 97%

-

法人

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

177

平成１９年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

公益法人による公益活動を支援するとともに、法人の自己規律の確立や適正な法人運営の確保を図ることにより、公益法人の活動の健全な発展を促進
し、「民による公益の増進」を推進する。

前年度から繰越し -179

34%

定量的な成果目標

184

補正予算

中間目標
成果指標

予備費等

当初予算

75

- -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

84%

内閣府認定の公益法人数
［計算式］
　　年度末の公益法人数
                ／
　　目標とする公益法人数

法人

・公益法人制度に基づく法人からの申請等に係る審査・諮問・委員会答申に基づく認定等
・公益法人制度の周知や申請促進を図るためのホームページ等を通じた広報等の実施
・公益認定等総合情報システム（※）の管理・運営等
　※申請者による書類の提出や、行政庁における業務処理をオンラインで実施することを可能としたシステム
・公益社団・公益財団法人等に対する適切な監督の実施

- -

89

- -

- -

-

28年度 29年度

その他の事項経費

▲ 179

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

-

事業名

会計区分

30年度

200

公益法人制度の適正な運営の推進に必要な経費 担当部局庁
公益認定等委員会事務局
大臣官房公益法人行政担当室

作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務課 総務課長　明渡　将

27年度

％

翌年度へ繰越し -

計

実施方法

96

「民による公益の増進」を
担う公益法人の増加
※目標値は、前年度実績
同数増

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法
律
・一般社団法人及び一般財団法人に関する法律および
公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法
律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
公益認定等総合情報システム（ＰＩＣＴＩＳ）における業務処理情報

191%



測
定
指
標

予算執行額（システム運用等経費）／電子による公益認
定申請数、移行認可申請数、変更届出数、事業計画提

出数、事業報告提出数、実施報告書提出数
※55％は都道府県が負担

-

「テーマ別セミナー」の実施回数

定量的指標 単位 27年度

％

単位

施策 公益法人制度の運営と認定・監督等の実施　５０

政策 公益法人制度の適正な運営の推進　１５

税額控除対象法人の法人数
※目標値は、対前年度比増

- -

公益認定等総合情報システムについての満足度
※31年度を目標年度とする。
※目標値は、「使いやすい」と回答した割合が、「使いに
くい」と回答した割合以上

実績値

16

-

％

28年度

18

28年度 29年度
目標年度

年度

- 3

-

中間目標 目標年度

-

年度

-

年度

実績値 法人 949

-

単位

- 年度 31

目標値 回

中間目標

目標値

実績値

851

27年度

34,667千円
/

40,756件

40,277千円
/

電子による公益認定申請数
等

単位当たり
コスト

7,481千円
/

697法人

中間目標 目標年度

-

7,729千円
/

763法人

6,764千円
/

633法人

30年度活動見込

年度

27年度 28年度 29年度 30年度活動見込

10,130

年度

14,000千円
/

立入検査法人数

-

27年度

10,685 10,734

827 844

27年度

-

-

30
定量的指標

988

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

○ホームページ「公益法人information」を通じた情報発信
　・法人データベース、法人活動事例紹介　等
　・法人運営の参考となる情報、監督に関する情報提供　等
　・申請書の記載例　等
○定期刊行の広報誌「公益認定等委員会だより」、パンフレット「民間が支える社会を目指して」の発行など各種媒体の活用
○内閣府職員による窓口相談、民間の専門家を活用した法人向け相談会、法人を対象とした内閣府職員によるセミナー等の法人支援
○監督のための職員による公益法人への立入検査

予算執行額／立入検査法人数

単位当たり
コスト 　　円

計算式 　　/

定量的指標

単位

18

　　円

34,259千円
/

41,421件

- -

633

28年度 29年度

763

算出根拠

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

100 100 100

単位当たり
コスト

「公益法人制度の理解を深めるための相談会」の実施
回数

13

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度

回 3

-

- - - - -

- -

4

目標値

-

算出根拠

回実績値

年度

回

- 30

　　/

29年度28年度

3 -

-

計算式

29年度

34,259千円
/

40,576件

29年度
中間目標

単位当たり
コスト

28年度

1,012 -

目標値 法人

所管法人に対する立入検査件数

％

件

公益認知等総合情報システムによる電子申請の推進に
より申請、審査等の効率化等を行う。
※活動指標は電子申請率とした。
※電子申請率とは公益認定申請、移行認可申請、変更
届出、事業計画提出、事業報告提出、実施報告書提出
についての率

単位 27年度

697

27年度 28年度 29年度

99.5 99.6 99.6

750 700 650

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

活動実績 件

当初見込み

当初見込み

％

活動指標

活動実績

目標年度

- 年度 30

- -- - -

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

650 650

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

100

-

100

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

有

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点検結果

システムについては都道府県も利用するが、所管法人数に
基づき利用契約を締結し所定の分担金の支払いを受けてい
る。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

電子申請率は、99.6％と高い数値を維持している。
立入件数は、法人との日程調整等を行い、おおむね３年に
一度、公益法人に対して立入検査を実施する見込みである。

○

○

関
連
事
業

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

改善の
方向性

○

公益認定等総合情報システムやホームページの管理・運営
に必要な経費及び所管法人に対する立入検査に必要な旅
費等の厳に必要な経費のみに限定して支出している。

立入検査時の出張行程を工夫して一度の出張で複数法人
の検査を行うなど業務の効率化を図るとともに、可能な限り
旅行パック商品を利用するなどコスト削減の取組を行ってい
る。
法人の増加数がわかるよう、成果実績を内閣府認定の法人
数とした。

民間非営利部門の活動の健全な発展を促進し「民による公
益の増進」に寄与するための①国所管法人の監督のための
立入検査、②申請・審査手続きの簡略化・迅速化のためのシ
ステム運用であり、法律を所管している国が実施する必要が
ある。

システムについては都道府県も利用するが、所管法人数に
基づき利用契約を締結し所定の分担金の支払いを受けてい
る。
立入検査旅費については可能な限りパック等を利用すること
により、効率的に実施するよう努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

無

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

調達は一般競争入札を行っており、競争性の確保やコストの
低減に努めている。
また、競争性のない随意契約となったものが１件あったが、
現行のシステム事業者以外に作業を行えるものがいなかっ
た。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

システムを利用した申請は99.6％に達している。

○

【今後の方向性】
　移行期間が終了し、今後は新たに公益認定申請を希望する法人が増え、「民による公益の増進」がなされるよう、各種媒体を活用した情報発
信、各種相談対応等を通じて制度の周知に努めるとともに、申請システムを高齢者等にもわかりやすい画面・システムとするなど、法人側に
たったシステムに改善し、迅速な申請手続き・審査を達成することにより、引き続き効果的、効率的経費の執行に努める。さらに、公益法人に対
する寄附について、寄附を受ける法人側、寄附者側それぞれの意識や現状について把握し、必要な情報の周知等を通じて寄附者の拡大を図
り、公益法人の活動を資金面から支えることで、公益法人への申請が増加するよう努める。

【目標の達成状況の検証】
　平成20年12月の制度開始から、25年11月末をもって移行期間が終了し、26年度からは移行審査中心の業務から、審査・監督業務が中心と
なった。移行期間に引き続き、毎年度の新規法人の公益認定申請や定期提出書類等について電子申請により法人の申請に関する利便性の向
上に努めた結果、電子申請率は依然として99％を超えている。
　また、監督対象となる公益法人に対し、おおむね3年に一度立入検査を実施することとなっているため、法人対象数を踏まえ、当初見込みとし
て立入検査法人数を650としたが、目標を達成している。現在、法人との日程調整等を行い、おおむね３年に一度の実施は行われる見込みであ
る。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

主務官庁の裁量権に基づく許可の不明瞭性等の従来の公
益法人制度の問題点を解決することを目的として、法律に基
づき平成19年から開始された制度であり、国民や社会の
ニーズに合致している。
また、電子申請の推進により、申請、審査等が効率化され、
利便性の向上とデータの利活用が図られることになる。

法律に基づき国所管の公益法人等に対し立入検査等を実施
する事業である。また、システムについては都道府県も利用
するが、利用契約を締結し所定の分担金の支払いを受けて
いる。

○

事業番号 事業名所管府省名



( )

100

平成22年度 138 平成23年度 150 平成24年度

平成27年度 107

平成29年度 内閣府 0099

平成26年度 平成28年度 95

145 平成25年度 102

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

国・都道府県公式公益法人行政総合情報サイト「公益法人Ｉｎｆｏｒｍａｉｔｉｏｎ」　　https://www.koeki-info.go.jp/index.html

現
状
通
り

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適切かつ効率的な執行に努めること。

引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率的かつ適切な執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

外部有識者の所見

備考



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

内閣府

公益認定等委員会事務局

３５２百万円

公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑの管理・運営

Ｂ 富士電機 (株)

１９百万円

Ｄ (株)日立製作所

３百万円

委託【国庫債務負担行為等】

公益認定等総合情報ｼｽ
ﾃﾑｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ改修・移
行・運用等業務

公益認定等総合情

報ｼｽﾃﾑ機器等賃貸

借・保守業務

Ｃ (株)ＪＥＣＣ

１５百万円

委託【国庫債務負担行為等】

【直接】

期間業務職員賃金等

委託【随意契約（その他）等】

公益認定等総合情
報ｼｽﾃﾑﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
領域拡張作業等

委託【国庫債務負担行為等】

Ａ 富士通 (株)

２７９百万円

公益認定等総合情
報ｼｽﾃﾑの開発

Ｅ 個人等

３６百万円



計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0

金　額
(百万円）

G. H.

F. 

費　目

計 4

E.期間業務職員１

費　目 使　途

計

使　途 使　途

計 15 計 3

金　額
(百万円）

人件費 期間業務職員賃金等 4

金　額
(百万円）

費　目

C.㈱JECC D.㈱日立製作所

費　目 使　途

外部委託公益認定等総合情報システムの開発

費　目

金　額
(百万円）

外部委託
公益認定等総合情報システム機器等賃貸
借・保守業務

15 外部委託
公益認定等総合情報システムデータベース
領域拡張作業等

金　額
(百万円）

費　目 使　途

19計 279 計

費　目 使　途

279

B.富士電機㈱
金　額

(百万円）
公益認定等総合情報システムアプリケー
ション改修・移行・運用等業務

使　途

外部委託

3

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.富士通㈱

19



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

事務局における一般事務
（賃金）

3 その他 - - -

事務局における一般事務
（賃金）

3 その他 - - -

9

10

7

8

期間業務職員７ -

期間業務職員８ -

日本年金機構港年
金事務所

-

事務局における一般事務
（賃金）

4 その他 - - -

事務局における一般事務
（賃金）

3 その他 - - -

5

6

3

4

期間業務職員３ -

期間業務職員４ -

期間業務職員６ -

1

2 期間業務職員２ -

支　出　先 法　人　番　号

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号

- -1 ㈱ＪＥＣＣ 2010001033475

-

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

富士電機㈱ 9020001071492

公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ改修・移行・運
用等業務（２５年度国庫債
務負担行為歳出化）

19
国庫債務負担

行為等
-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

-

公益認定等総合情報シス
テムの開発（２８年度国庫
債務負担行為歳出化）

-

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

法　人　番　号

1020001071491 279

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

国庫債務負担
行為等

1 富士通㈱

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ
機器等賃貸借・保守業務
（２５年度国庫債務負担行
為歳出化）

15
国庫債務負担

行為等

㈱日立製作所 7010001008844
公益認定等総合情報ｼｽﾃﾑ
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ領域拡張作業等

3
随意契約

（その他）等
- - -

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

- -
事務局における一般事務
（賃金）

3 その他 -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

期間業務職員１ -
事務局における一般事務
（賃金）

4 その他 -

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- -
事務局における一般事務
（賃金）

3 その他 -

事務局における一般事務
（社会保険料）

2 その他 - - -

期間業務職員５ -
事務局における一般事務
（賃金）

3 その他 - - -

- -定員職員１ - 出張旅費 0.3 その他 -
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